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役員報酬規程 

(令和 2年 4月 1日規程・規則第 2004号の 17) 

  

 改正 令和 7年 1月 17日規程・規則第 2501号の 4 

 令和 7年 5月 28日規程・規則第 2505号の 2 

(目的) 

第 1条 本規程は、本学役員の報酬に関する事項を定める。 

(適応の範囲) 

第 2条 本学専任の常勤理事には「理事給与表」（別表１）を適用する。 

2 本学職員から常勤理事になり、なおかつ本学職員の身分を兼務し、職員定年以前の者には職員

の給与規程を適用する。 

3 １項および２項以外の常勤理事の給与は、その勤務内容により適用号級の半額を基準に、その

都度理事会が決定する。 

4 第２項の常勤理事が職員定年となり、本学職員の身分を離れ、なお常勤理事にとどまる場合

は、「理事給与表」（別表１）を適用する。 

5 非常勤理事の給与は、「理事給与表」（別表１）に定めるところによる。 

6 常任監事の給与は、「理事給与表」（別表１）に定めるところによる。 

7 監事の給与は、「理事給与表」（別表１）に定めるところによる。 

(号級の決定) 

第 3条 役員の本給は、「理事給与表」（別表１）に基づき、理事長が決定する。 

(手当) 

第 4条 第２条第２項以外の理事には、「理事給与表」に基づく本給を支給し、給与規程による諸

手当は支給しない。 

2 通勤手当は、職員の規程を準用して支給する。 

3 理事の業務について特定の職務を担当した場合は、別表１に定める理事特別手当を支給する。 

(賞与) 

第 5条 第２条第２項以外の理事の上半期及び下半期の賞与は、職員に適用する月数を参考にし

て、勤務の状況に応じ支給額を理事長が決定する。 

 2 前項の賞与以外に役員賞与を支給することがある。その額は理事長が決定する。 

(退職金) 

第 6条 第２条第２項以外の理事の退職金は、別に定める役員退職金支給規程により支給する。 

2 第２条第２項の理事が職員定年に達した場合は、職員退職金規程を適用して退職金を支給す

る。 

3 教授を兼任する学長が教授定年に達した場合は、第２項を適用して退職金を支給し、教授定年

以後の勤続年数については別に定める役員退職金支給規程により退職金を支給する。 

4 第１項及び第３項後段の場合、退職金計算の基礎給与は退職時の「理事給与表」に基づく本給

額とする。 

(報酬等の計算期間) 

第 7条 報酬等の計算期間は、毎月 1日からその月の末日までとする。 

2 前項の計算期間の途中において就任、退任または解任された場合は、日割りにより支給する。 

3 前項の日割りは、以下の基準により計算する。 

1か月の基準内賃金をＸとする。 

年間勤務日数は、暦日から職員就業規程第 30条等に規定する休日を差し引いた日数とし、1

日平均給料は、Ｘ×１２÷年間勤務日数により算出された額とする。この場合において、1時間

平均給料は、1日平均給料÷３９／６により算出された額とする。 
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(報酬等の支払日) 

第 8条 報酬等は、毎月２５日に支給する。 

2 支給日が日曜日または土曜日に当たる場合は、これらの日の前日の金曜日、その日が休日に当

たる場合は更にこれらの日の前日に支給する。 

(報酬等の支払い方法および控除) 

第 9条 報酬等は、本人の同意により、本人の指定する預金口座に振り込むものとする。 

2 報酬等は全額支給を原則とするが、法令の定めるところによる控除すべき金額および本人から

申し出のあった立替金、積立金等を控除する。 

(費用) 

第 10条 役員には、原則として、職員の旅費支給基準を準用して、旅費を支給する。 

2 役員が職務の執行に当たって旅費以外の費用を要する場合は、当該費用を支給する。 

(役員報酬委員会の設置) 

第 11条 本規程に定める報酬等の改定については、客観性及び合理性を確保するため，役員報酬

委員会（以下「委員会」という。）を設置して、審議するものとする。 

2 委員会に関する事項は、「役員報酬委員会規程」に定める。 

(改廃) 

第 12条 この規程の改廃は、評議員会の意見を聴いた上で、理事会の議決により行う。 

附 則 

本規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附則(令和 7年 1月 17日規程・規則第 2501号の 4) 

本規程は、令和 7年 1月 17日から施行する。 

附 則(令和 7年 5月 28日規程・規則第 2505号の 2) 

本規程は、令和 7年 5月 28日から施行する。 

  

 別表１ 

 （１）理事給与表 

号給   本給月額     適用    

 1   826,000 円 常勤理事 

 2   1,011,000 円 学長理事 

 3   1,350,000 円 理事長 

 備考 １．この表は、役職にある職員で職員定年前の理事には適用しない。 

    ２．本学の年金制度により年金を受給している場合には、上表の金額から 

      賞与支給月額を加味して算出した年金月額を加味して算出した年金月額を控除す

る。 

    ３．常任監事の給与表 

監事（常任） 800,000 円 

       ※本給のみを支給するが、通勤手当は個人の事情を鑑み、相談して支給する。 

    ４．非常勤理事等の給与表 

理事（非常勤） 50,000 円（1 回） 

監事（非常勤） 50,000 円（1 回） 

    ５．評議員の給与表 

評議員（学外） 30,000 円（1 回） 
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 （２）理事手当表 

 １．理事手当 

 理事給与対象とならない教職員理事および非常勤理事に支給する。 

 複数の担当理事を兼務する場合には、兼務する理事手当の半額を加算する。 

 理事給与対象となる理事が下記の担当理事を兼務する場合には、当該担当理事の理事手当の半

額を支給する。 

No. 職務 手当金額 

1 学長理事 100,000 円 

2 教育部門担当理事 100,000 円 

3 研究部門担当理事 100,000 円 

4 医療部門担当理事 100,000 円 

5 事務部門担当理事 100,000 円 

6 財務担当理事 100,000 円 

7 総務部門担当理事 100,000 円 

8 理事（その他） 50,000 円 
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役員退職金支給規程 

(令和 2年 4月 1日規程・規則第 2004号の 16) 

  

制定 平成 18年 3月 1日 

改定 平成 28年 6月 21日 

改正 令和 2年 10月 20日規程・規則第 2010号の 9 

(目的) 

第 1条 この規程は、学校法人東京女子医科大学（以下「大学」という。）寄付行為第 6条に基づ

く役員の退職金支給に関する事項を定めることを目的とする。 

(適応範囲) 

第 2条 この規程の適応対象者は、次の通りとする。 

１．寄付行為第 6条（理事長）、第 7条第 1項（学長）および寄付行為施行細則第 2条第 4項によ

る理事（副理事長、事務理事、常務理事）で、他の役員についていない者（以下「常勤役員」と

いう。）。 

２．常勤役員以外の理事および監事 

３．役員で常勤の者は寄付行為施行細則第 2条第 4項に定める役員と見做す。 

(退職金) 

第 3条 退職金額は、次の通りとする。 

１．第 2条 1項に定める者に対し、次の基準で算出した額を支給する。 

(1) 退任時本給月額 × 役員在任年数 × 役位係数 

(2) 役位係数は、退任時の役位に応じた係数とする。 

理事長  ３．０ ～ ５．０    学長理事 ２．０ ～ ３．０ 

副理事長 ２．０ ～ ３．５    専務理事 ２．０ ～ ３．０ 

常務理事 ２．０ ～ ３．０ 

２．第 2条 2項に定める者に対し、次の基準で算出した額を支給する 

(1) 在任１年につき５万円とする。 

(2) １年に満たない部分については１年と見做す。 

３．大学の職員で役員を兼ねていた者は職員退職後からの在任期間とする。 

(功労金) 

第 4条 理事会は、在任中特に功労顕著であった者に対して、第３条で算出した金額の原則３０％

を超えない範囲で、功労金を支給することができる。 

(減額、不支給) 

第 5条 次の場合、減額あるいは不支給となる。 

１．在任中、大学に対し重大な損失を与えた役員には、退職金を減額する。 

２．法令または寄付行為、もしくは業務上の義務違反により解任された役員には、退職金を支給し

ない。 

(弔慰金) 

第 6条 常勤役員がその任期中に死亡した場合は、特別弔慰金支給内規に定める弔慰金を別途支給

する。 

(支給方法) 

第 7条 支給方法は次の通りとする。 

１．退職金および退職功労金は、理事会承認後１か月以内に本人へ支払う。 

２．本人が受給前に死亡した場合は、その遺族に支払う。 

(遺族の範囲および順位) 

第 8条 遺族の範囲および順位は、次の通りとする。 
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１．本人の配偶者 

２．配偶者がいない場合 

(1) 本人の子・父母・孫および祖父母で、本人の死亡当時その収入によって生計を維持していた

者、または生計を一にしていた者とし、父母については養父母を先とし、実父母を後とする。 

(2) 前号に該当する者がいない場合には、本人の子・父母・孫・および祖父母ならびに本人の兄

弟姉妹とし、兄弟姉妹については、本人の死亡当時その収入によって生計を維持していた者、ま

たは生計を一にしていた者とする。 

３．同順位の者が２名以上いる場合は、その代表者とする。 

(改廃) 

第 9条 この規程の改廃は、評議員会の意見を聴いた上で、理事会の議決により行う。 

(その他) 

第 10条 この規程に定めのない事項については、理事会で定める。 

附 則 

この規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 10月 20日規程・規則第 2010号の 9) 

この規程は、令和 2年 10月 20日から施行する。 
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